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【様式第1号】

自治体名：富士河口湖町

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 62,614,266   固定負債 24,247,248

    有形固定資産 55,348,850     地方債等 21,471,965

      事業用資産 23,831,776     長期未払金 64,864

        土地 6,643,963     退職手当引当金 1,771,905

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 938,515

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,228,871

        建物 30,438,134     １年内償還予定地方債等 1,839,776

        建物減価償却累計額 -15,393,796     未払金 200,776

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 2,152,107     前受金 1,916

        工作物減価償却累計額 -398,183     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 169,617

        船舶 40,345     預り金 15,452

        船舶減価償却累計額 -7,119     その他 1,333

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 26,476,119

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 64,132,184

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -24,177,372

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 83,336

        その他減価償却累計額 -47,435

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 320,423

      インフラ資産 30,542,865

        土地 3,215,729

        土地減損損失累計額 -

        建物 705,983

        建物減価償却累計額 -309,339

        建物減損損失累計額 -

        工作物 60,782,218

        工作物減価償却累計額 -35,163,975

        工作物減損損失累計額 -

        その他 548,979

        その他減価償却累計額 -402,271

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,165,541

      物品 2,861,847

      物品減価償却累計額 -1,887,638

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 20,143

      ソフトウェア 19,121

      その他 1,022

    投資その他の資産 7,245,273

      投資及び出資金 202,351

        有価証券 50

        出資金 202,301

        その他 -

      長期延滞債権 172,108

      長期貸付金 -

      基金 6,924,684

        減債基金 1,063,566

        その他 5,861,117

      その他 71,790

      徴収不能引当金 -29,576

  流動資産 3,816,665

    現金預金 1,994,562

    未収金 273,785

    短期貸付金 -

    基金 1,517,918

      財政調整基金 1,517,918

      減債基金 -

    棚卸資産 48,359

    その他 -

    徴収不能引当金 -17,957

  繰延資産 - 純資産合計 39,954,812

資産合計 66,430,931 負債及び純資産合計 66,430,931

連結貸借対照表
（令和3年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：富士河口湖町

会計：連結会計 （単位：千円）

    資産売却益 2,126

    その他 3,002

純行政コスト 19,525,234

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 1,952

  臨時利益 5,128

  臨時損失 3,310

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 1,357

    使用料及び手数料 458,194

    その他 2,135,321

純経常行政コスト 19,527,052

      社会保障給付 7,185,514

      その他 689,565

  経常収益 2,593,515

        その他 119,204

    移転費用 13,141,401

      補助金等 5,266,323

      その他の業務費用 258,237

        支払利息 96,383

        徴収不能引当金繰入額 42,650

        維持補修費 340,623

        減価償却費 2,159,345

        その他 90,237

        その他 734,672

      物件費等 5,958,934

        物件費 3,368,729

        職員給与費 1,829,882

        賞与等引当金繰入額 165,863

        退職手当引当金繰入額 31,577

  経常費用 22,120,567

    業務費用 8,979,166

      人件費 2,761,995

連結行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

自治体名：富士河口湖町

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 39,240,301 62,203,251 -22,962,950 -

  純行政コスト（△） -19,525,234 -19,525,234 -

  財源 20,216,052 20,216,052 -

    税収等 11,642,248 11,642,248 -

    国県等補助金 8,573,803 8,573,803 -

  本年度差額 690,817 690,817 -

  固定資産等の変動（内部変動） 1,873,955 -1,873,955

    有形固定資産等の増加 4,108,560 -4,108,560

    有形固定資産等の減少 -2,172,397 2,172,397

    貸付金・基金等の増加 1,009,934 -1,009,934

    貸付金・基金等の減少 -1,072,143 1,072,143

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 4,762 4,762

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 29,936 50,215 -20,279 -

  その他 -11,005 - -11,005

  本年度純資産変動額 714,511 1,928,932 -1,214,422 -

本年度末純資産残高 39,954,812 64,132,184 -24,177,372 -

連結純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日
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【様式第4号】

自治体名：富士河口湖町

会計：連結会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 14,748

本年度歳計外現金増減額 34

本年度末歳計外現金残高 14,781

本年度末現金預金残高 1,994,562

財務活動収支 1,234,639

本年度資金収支額 118,838

前年度末資金残高 1,861,073

比例連結割合変更に伴う差額 -131

本年度末資金残高 1,979,780

    地方債等償還支出 1,731,835

    その他の支出 21,244

  財務活動収入 2,987,718

    地方債等発行収入 2,970,363

    その他の収入 17,355

    資産売却収入 3,292

    その他の収入 24,196

投資活動収支 -3,316,671

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,753,079

    その他の支出 64

  投資活動収入 1,457,569

    国県等補助金収入 625,585

    基金取崩収入 804,495

    貸付金元金回収収入 -

  投資活動支出 4,774,240

    公共施設等整備費支出 4,027,191

    基金積立金支出 746,986

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 1,952

  臨時収入 -

業務活動収支 2,200,870

【投資活動収支】

    税収等収入 11,455,658

    国県等補助金収入 7,944,445

    使用料及び手数料収入 443,879

    その他の収入 2,142,389

  臨時支出 1,952

    移転費用支出 13,148,450

      補助金等支出 5,266,323

      社会保障給付支出 7,185,514

      その他の支出 696,613

  業務収入 21,986,371

    業務費用支出 6,635,099

      人件費支出 2,739,550

      物件費等支出 3,685,037

      支払利息支出 96,383

      その他の支出 114,129

連結資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 19,783,549
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１．重要な会計方針
(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。　

②無形固定資産・・・原則として取得原価
ただし、取得価額が不明なものは、再調達原価としています。

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法
　貯蔵品・・・先入先出法による原価法

(４)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 12年～50年
工作物 10年～75年
物品  ３年～18年

ただし、水道事業の取替資産については、取替法によっています。
②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

（ソフトウェアについては、法定耐用年数（５年）に基づく定額法によっています。）
③リース資産

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除く）
・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(５)引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

②退職手当引当金
退職手当債務から、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における
積立金額の運用益のうち当町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

③損失補償等引当金
履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた
将来負担額を計上しています。

④賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する
部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、３か月以内に満期が到来する流動性の

高い投資を言います。ただし、一般会計等においては、富士河口湖町資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等としています。）
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

(９)連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については、当該連結対象団体の決算を基礎として連結手続を行っていますが、決算日と

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。また、決算日と連結決算日との差異が３か月を超える連結対象団
体（会計）については、仮決算を行っています。

２．重要な会計方針の変更等
該当事項なし

３．重要な後発事象
(１)主要な業務の改廃

該当事項なし

(２)組織・機構の大幅な変更
該当事項なし

(３)地方財政制度の大幅な改正
該当事項なし

(４)重大な災害等の発生
該当事項なし

注　記
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４．偶発債務
(１)保証債務及び損失補償債務負担の状況

該当事項なし

(２)係争中の訴訟等
該当事項なし

５．追加情報
(１)連結対象団体（会計）

区分 連結の方法 比例連結割合

一部事務組合・広域連合 比例連結 下記参照

一部事務組合・広域連合 比例連結 2.61%

一部事務組合・広域連合 比例連結 28.36%

一部事務組合・広域連合 比例連結 72.30%

一部事務組合・広域連合 比例連結 63.45%

一部事務組合・広域連合 比例連結 87.32%

第三セクター等 全部連結 ―
連結の方法は次のとおりです。

①一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。

なお、山梨県市町総合事務組合については、以下の負担割合に基づき、連結しています。

3.34%

3.13%

1.82%

12.46%

5.76%

5.75%

3.23%

3.94%

4.77%

3.35%

4.25%

②負担割合については、小数点以下第３位を四捨五入して表示しています。

(２)出納整理期間

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数
をもって会計年度末の係数としています。

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合
は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

入札事業特別会計

交通災害共済事業特別会計

電子化事業特別会計（コンビニ）

電子化事業特別会計（校務システム）

電子化事業特別会計（教育情報セキュリティクラウド）

会館管理特別会計

研修事業特別会計

処分場事業特別会計

電子化事業特別会計（セキュリティクラウド）

団体（会計）名

山梨県市町総合事務組合

山梨県後期高齢者医療広域連合

富士五湖広域行政事務組合

青木ヶ原衛生センター

青木が原ごみ処理組合

河口湖南中学校組合

富士河口湖ふるさと振興財団

一般会計

電子化事業特別会計（電子申告）
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自治体名：富士河口湖町 年度：令和2年度
会計：連結会計

（単位：千円）

区分
前年度末残高


(A)
本年度増加額


(B)
本年度減少額


(C)

本年度末残高

(A)+(B)-(C)


(D)

本年度末

減価償却累計額


(E)

本年度減価償却額

(F)

差引本年度末残高

(D)-(E)

(G)

事業用資産 37,214,234 2,967,320 503,245 39,678,309 15,846,532 750,411 23,831,776
　土地 6,614,948 30,602 1,587 6,643,963 0 0 6,643,963
　立木竹 0 0 0 0 0 0 0
　建物 27,841,694 2,596,440 0 30,438,134 15,393,796 671,480 15,044,338
　工作物 2,108,009 44,100 2 2,152,107 398,183 73,626 1,753,924
　船舶 26,525 13,820 0 40,345 7,119 5,305 33,226
　浮標等 0 0 0 0 0 0 0
　航空機 0 0 0 0 0 0 0
　その他 87,570 0 4,234 83,336 47,435 0 35,901
　建設仮勘定 535,487 282,359 497,423 320,423 0 0 320,423
インフラ資産 64,847,410 1,661,081 90,040 66,418,451 35,875,586 1,308,186 30,542,865
　土地 3,114,490 101,239 0 3,215,729 0 0 3,215,729
　建物 624,068 91,282 9,367 705,983 309,339 14,897 396,643
　工作物 59,439,190 1,343,028 0 60,782,218 35,163,975 1,274,716 25,618,243
　その他 548,979 0 0 548,979 402,271 18,574 146,708
　建設仮勘定 1,120,682 125,532 80,673 1,165,541 0 0 1,165,541
物品 2,786,503 81,371 6,027 2,861,847 1,887,638 105,663 974,209
合計 104,848,146 4,709,773 599,313 108,958,606 53,609,704 2,164,261 55,348,850

有形固定資産の明細
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自治体名：富士河口湖町 年度：令和2年度
会計：連結会計

（単位：千円）

区分
生活インフラ・

国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 その他 合計

事業用資産 1,584,653 11,855,876 2,381,831 671,982 3,341,160 1,114,009 2,481,843 400,422 23,831,776
　土地 241,346 3,797,538 298,480 270,924 1,209,728 101,665 724,283 - 6,643,963
　立木竹 - 0 - 0 0 0 0 - 0
　建物 820,498 7,875,806 2,021,861 365,976 2,075,867 319,291 1,565,040 - 15,044,338
　工作物 522,809 182,532 61,490 0 54,746 339,404 192,521 400,422 1,753,924
　船舶 - 0 - 0 0 33,226 0 - 33,226
　浮標等 - 0 - 0 0 0 0 - 0
　航空機 - 0 - 0 0 0 0 - 0
　その他 0 0 - 35,083 819 0 0 - 35,901
　建設仮勘定 - 0 - 0 0 320,423 0 - 320,423
インフラ資産 27,647,411 56,479 - 11,711 1,830,667 291 1,254 995,051 30,542,865
　土地 3,207,600 1,351 - 238 5,887 0 654 - 3,215,729
　建物 330,041 55,128 - 11,474 0 0 0 - 396,643
　工作物 23,759,059 0 - 0 1,824,780 291 600 33,512 25,618,243
　その他 146,708 0 - 0 0 0 0 - 146,708
　建設仮勘定 204,002 0 - 0 0 0 0 961,539 1,165,541
物品 323,190 17,194 5,636 6,287 513,920 67,400 39,673 909 974,209
合計 29,555,254 11,929,549 2,387,467 689,980 5,685,747 1,181,700 2,522,771 1,396,382 55,348,850

有形固定資産に係る行政目的別の明細
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